
1

第 3 回（補足） 令和６年能登半島地震及び令和６年奥能登豪雨災害対応検証委員会 議事要旨

１．日 時：令和 8年 2月 16 日（月）14 時 00 分～15 時 30 分

２．場 所：WEB 会議

３．出席者：別紙「委員名簿」のとおり

４．議事要旨

第３回検証委員会で提示した、「市民アンケート」及び「市職員アンケート」調査の更新結果を報告し、

そこから得られる課題等について議論した。また、消防署・消防団への照会により得られた災害対応に

関する問題・課題及び改善策を踏まえ、改善方針について議論した。さらに、検証報告書（素案）を提

示し、内容や追加すべき観点について議論した。

出席者からの主な意見は以下のとおりである。

（１）市民アンケート

①市民アンケート調査

Ÿ移住をした要因を年代別に集計したことで、世代ごとにニーズが異なっていることを把握できた。

学校・保育などの行政サービスを速やかに回復させることが、若い世代の流出を抑制する上で効果

的になることを示せたと考える。

（２）消防署・消防団への照会結果

① 情報収集および優先順位の判断

Ÿ災害対応は同時多発的に発生するため、優先順位付けが非常に難しい。県外の方が SNS 投稿を見て

通報してくる事案については、東日本大震災以降の大きな課題であると思っている。能登半島地震

において他自治体では、本来やり取りに使う電話番号が SNS に晒されることによって、本部との連

絡が取れないことがあった。珠洲市に限らず、全国的な課題として発信する必要がある。

Ÿ消防団は消防組織法に基づき消防本部の指示・統制を受けることが基本であり、本部において状況

が把握できない場合等の現地の消防団への任務指示について記載する趣旨であれば、そうした場合

の判断基準等を、事前に整理できると良いのではないか。

Ÿ消防団内部の情報共有・連絡については、安価な衛星電話が普及されるまでの過渡的な配備として、

携帯電話の普及に伴い廃止されてきたトランシーバーや省電力無線の導入も再評価の一つではな

いかと考える。また、通信機器の確保は重要な観点であることから、消防団の通信機器が津波で流

出した、あるいは被災により取り出せない状況であったことを報告書に整理したうえで、配備場所

を安全な場所に移動すること等を対策に反映させる必要がある。

② 安否確認体制の構築

Ÿ珠洲市の消防団員と話す機会があったが、発災当時は「どうしてよいかわからない状況であった」

と言っていた。消防団にどこまで対応を求めるかは悩ましいことではあるが、消防団にも活躍して

もらうことを考えると、安否確認の方法や体制についてサポートする必要がある。

Ÿ石川県では既に NTT東日本の被災者生活再建支援システムを導入していることから、追加の予算

措置が不要な既存システムの活用を検討するとよいのではないか。また、安否確認時に優先すべき

情報を迅速に消防団に共有する方法については、内閣府防災が公表している個人情報の取扱いに関
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する指針を踏まえて、既存ツールを活用した方法を整理できれば、比較的短期間で情報共有や安否

確認の体制が構築できるのではないか。公表された行方不明者の安否確認について、消防団と情報

共有しながら業務を進める体制を検討していくことが望ましい。

③ 情報共有手段・方法の整備

Ÿ能登半島地震ではスターリンクが有効に活用されたが、スターリンク衛星の設計寿命が短いため、

継続的な活用方法や新たな対策を検討する必要がある。通信手段の整備については、１自治体で考

えていくべきことか、県単位で考えていくべきかについても課題であると思う。

Ÿ消防署と各分団は消防車を通して連絡が取れる体制であったが、消防団員同士の連絡方法について

は今後の課題である。また、消防団の詰所が被害を受け、無線が活用できなかったことを踏まえ、

施設や通信インフラの対策についても検討する必要がある。

Ÿ消防団への支援が必要な内容について消防署 OBへ確認したところ、「地震時は、通信が途絶えた

ことにより現地の情報が分からない状況であった。資機材の支援にも影響するためできるだけ早く

情報共有ができる体制があるとよい。」との意見をいただいた。

Ÿスターリンクや簡易無線、衛星電話等の整備が進めば、通信体制は徐々に改善していくと考える。

④ 警察との連携

Ÿ通常、行方不明者や亡くなった方の警察による検視の情報は、警察以外の機関と共有されなかった。

行方不明者等の安否確認や情報共有の在り方については、市・警察・消防が協議し整理していく必

要がある。また、今回のように孤立集落では消防団が対応せざるを得ない事例もあるため、どのよ

うに対応するか方針を整理する必要がある。

⑤ 応援隊員の活動制限について

Ÿ応援に来た消防隊の業務に制限があるため、十分に活躍できないことが国会でも課題として取り上

げられている。消防の重機が人命に関わる場面でしか使用できず、道路啓開では使用できなかった

と聞いた。課題として残していく必要がある。

Ÿ受援に際しての苦労や工夫等についても追加で情報収集が可能であれば報告書に記載していただ

きたい。また、緊急消防援助隊の活動について、関係機関への照会により寄せられた意見を整理す

ると良い。

⑥ その他

Ÿ今回の災害における消防団の被害状況や団員数の推移等についても、報告書作成時に取りまとめる

と良い。

（３）検証報告書について

Ÿ令和 6年能登半島地震及び令和 6年奥能登豪雨における対応状況のバーチャートは、今後の災害対

応にも活用できる良いものであると思う。一部情報が錯綜しているため、制度を活用した対応や公

的な仕組みとして運用したもの等、対応内容を整理できると良い。

Ÿ検証項目ごとの改善目標において、改善目標と実施内容が混在しているような印象を受けるため表

現の統一が必要である。また、住宅の応急修理に関する改善目標について、国の制度を改善すべき

との結論となっているが、市の検証報告書であるため市が主体的に対応できる内容と、市のみでは

対応できないが改善が必要な内容が分かるよう書きわけることが望ましい。

Ÿ教育やノウハウの蓄積・共有における「記録の保存、教訓の継承」と「応援職員派遣体制の構築」
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については、教訓を踏まえた珠洲市における応援職員体制の構築とともに、将来的に珠洲市が応援

を実施した際に得られた教訓を新たに保存・蓄積し軽傷していくなど、両検証項目を連携させて今

後の活動をしていくと効果的と思われ、適宜そのような記載の検討をされると良いのではないか。

Ÿ計画の見直し・改訂について、アンケートで調査をされた津波避難についても盛り込めると良いの

ではないか。

Ÿ珠洲市の災害ボランティアセンターは、一般ボランティアと技術系団体が一緒に活動することによ

り屋根のブルーシート張り等、本来ボランティアセンターでは対応できない支援を実施することが

できた。今後の災害において一般ボランティアが対応できる支援に誤解が生じることが懸念される

ため、技術系団体を一緒にコーディネートすることで支援ができたということを体制図等で示すこ

とが望ましい。

Ÿ一般ボランティアと専門ボランティアという書き分けをしているが、専門ボランティアは、「技術

系団体」等に記載を修正することが望ましい。さらに、災害ボランティアセンターは 9月 30日に

閉鎖しておらず、3月 31日まで復興ボランティアセンターと並列で開設しているため、記載の修

正が必要である。

Ÿ複合災害の対応に向けた課題として、「地域の持続可能性を考慮した人口の流出抑制（過疎高齢化

の進展抑制）」があるが、これまでの委員会において議論に上がっていなかった内容であると考え

る。市民アンケート結果を踏まえた課題である旨を記載いただきたい。

Ÿ検証報告書をまとめるにあたり、内容を集約した分、個別事象の様相が見えにくくなっているよう

に感じる。そのため、個別の項目についてもインタビュー結果等、可能な範囲で具体的に何が起こ

ったのかが分かるような、コラムのような記事を載せることが望ましい。

以 上
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（別紙）委員名簿

団体・役職 氏名

１ 兵庫県立大学大学院

減災復興政策研究科 教授
阪本 真由美

２ 金沢大学 人間社会学域

地域創造学類 准教授
青木 賢人

３ 防災科学技術研究所

災害過程研究部門 客員研究員
宇田川 真之

４ 特定非営利活動法人ピースウィンズ・ジャパン

国内事業部次長（兼）珠洲事務所事業統括
橋本 笙子

５ 石川県危機管理部企画調整室次長 中田 雄士


